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トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 

 

 



 



令和４年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７２３７ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）蟹取県
ウェルカニ
キャンペーン
事業

0 3,000,000 3,000,000  2,000,000 1,000,000

 トータルコスト 0 3,000,789 3,000,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人関係機関との連絡調整、委託事務
 工程表の政策内容 魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　新たな観光需要喚起策として１０月１１日から実施している全国旅行支援「ウェルカニとっとり得々割」及び
「全国を対象とした独自割引」について国制度を踏まえ、年明け以降も実施することで、観光需要の回復を図
り、新型コロナウイルス感染症などの影響を受けている県内観光地・事業者の支援に繋げる。

 ２　主な事業内容

細事業 内容 予算額
ウェルカニとっとり得々割 　本県への旅行者に対し、旅行代金の割引、クーポン券を配布

する。
全国を対象とした独自割引 　全国から来県する県内宿泊施設の宿泊者等に対する観光施

設・観光体験等の利用料金の割引事業を独自に実施する。
※国制度の公表を踏まえ、詳細を検討する。

3,000,000千円
　

【参考】令和4年12月20日までの事業内容

（１）ウェルカニとっとり得々割

対象 日本国内の居住者

割引率 40％

上限額 交通費付き旅行商品　8,000円
日帰り旅行商品、交通費なし旅行商品　5,000円

クーポン ＜平日＞3,000円（旅行代金5,000円以上）
＜休日＞1,000円（旅行代金2,000円以上）

（２）全国を対象とした独自割引

対  象 県内宿泊施設の宿泊者等
割引率 40％
上限額 1,000円/人・回
その他 全国旅行支援で発行されるクーポンも併用可能とする

　※山陰両県民については宿泊者に限らず上記の割引を実施する。

 ３　事業目標・取組状況・改善点

　　  新型コロナウイルス感染症の拡大などにより県内観光産業は非常に厳しい状況が続いてきた。
　　こうした状況の中、全国の状況も勘案しながら、県内観光需要を喚起するための取組を実施してきた。
　　引き続き、感染状況に留意しつつ、県内観光需要の回復を図る。
　　　・#WeLove山陰キャンペーン（令和3年3月1日～令和4年10月10日）、
　　　　スペシャル・ウェルカニキャンペーン（令和3年12月15日～令和4年10月10日）
　　　・宿泊事業者新型コロナ感染防止対策事業（一次募集：令和3年7月6日～8月31日、二次募集：令和3年10月
　　　　11日～11月30日）
　　　・県内宿泊・観光事業者応援プレミアム前売り券発行支援事業（令和3年9月21日～令和4年1月20日）
　　　・ウェルカニとっとり得々割（令和4年10月11日～令和4年12月20日（予定））
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             商工政策課（内線：７２１２） 
    ２目 商業振興費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

新型コロナ・円安・
物価高騰に立ち向か
う事業者支援事業 

802,000 820,000 1,622,000    820,000  

トータルコスト 809,886 827,886 1,637,772 （補正に係る主な業務内容） 
補助金申請受付・審査・交付手続、委託手続 等 従事する職員数  1.0人   1.0人  2.0人 

工程表の政策内容  － 

事業内容の説明                              
１ 事業の目的、概要 

新型コロナ、円安、エネルギー・原材料価格高騰のさらなる長期化を踏まえ、売上や利益回復の取組
を行う県内事業者を支援する「新型コロナ・円安・物価高騰対策支援補助金」を増額する。併せて県内
主要産業のサプライチェーン分析を行い、今後の事業者支援検討の基本情報として整備する。 
なお、本事業は令和５年度に繰り越し、年度をまたいで切れ目なく執行する。 

 
２ 主な事業内容 

（１）新型コロナ・円安・物価高騰対策支援補助金（800,000 千円） 
事業継続のための売上・利益回復の取組を支援する。（令和４年９月補正で８億円を計上）。 

補助対象者 営利事業を営む県内中小・小規模事業者 

補助対象経費 

コロナ禍からの回復や、円安、原材料価格・物価高騰対策に対して前向きに取り組む以
下の事業に要する経費 
・省エネ投資（省エネ・効率化のための機器導入等） 
・高効率・高収益化のための仕組みづくり（デジタル化等） 
・価格適正化理解に向けた広報、高付加価値商品の開発等 
・需要確保の取組（新規顧客獲得やリピーター確保等） 
・その他、事業多角化や物価高騰対策に資する取組 

補助率 
補助限度額等 

ア 補助要件 
本年４月以降の連続する任意の３ヶ月分の売上又は売上総利益(粗利)が 10％以

上減少していること 
   [比較期間] 売上   過去３年（Ｒ１～３）のいずれかの年の同期間分の売上 

売上総利益(粗利)  前年（Ｒ３）の同期間分の売上総利益（粗利） 
 

イ 補助率・補助限度額等 

要件 補助率 補助限度額 

以下のいずれかを満たしていること 
・売上      10％以上減少 
・売上総利益(粗利)10％以上減少 

１／２ 150 千円～1,500 千円 

（利益回復特別枠） 

要件 補助率 補助限度額 

売上 10％以上減少事業者のうち、 
売上総利益(粗利)30％以上減少 

２／３ 200 千円～2,000 千円 

 
ウ 申込期限  現在 令和４年 11月末 → 令和５年３月末に延長 
エ 実施期限  現在 令和５年１月末 → 令和５年９月末に延長 
   

（２）広報・実施体制構築委託（16,000 千円） 
短期間で支援情報が届くよう広報を強化するとともに、速やかに補助金交付できる体制を整える。  

（３）サプライチェーン分析調査による県内産業情報基盤構築事業（4,000 千円） 
新型コロナやロシアのウクライナ侵攻等により大きく変化した県内主要産業の取引関係の調査分析

を行い、今後の事業者支援策の立案における基本情報の一つとして整備する。 
（対象）製造業のうち自動車、電機電子、食品分野等 

  
３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 新型コロナや円安、物価高騰下でも事業継続できる県内経済の基盤を構築する。 
 ＜取組状況・改善点＞ 

・令和４年９月補正予算で計上した「新型コロナ・円安・物価高騰対策支援補助金」は、10月18日か
ら申請受付を開始し、134件（136,433千円）の申請を受け付けている。（R4.11.11時点） 

・実施期限を令和５年１月末としているが、今回の増額に併せて、実施期限を令和５年９月末に延長
する。 

 

2



令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             企業支援課（内線：７６５８） 
    ３目 金融対策費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

新型コロナ・円安・
物価高騰に対応した
資金繰り支援事業 

16,249 3,000 19,249    3,000  

ト ー タ ル コ ス ト 20,192 3,789 23,981 （補正に係る主な業務内容） 
保証料補助金交付事務 融資相談、制度内容紹介 従 事 す る 職 員 数  0.5人   0.1人  0.6人 

工程表の政策内容 資金調達の円滑化（機動的な金融支援）及び再生支援 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  長期化するコロナ禍に加え、急激な円安・物価高騰等により、県内中小企業者等の年末等の新たな資金

需要に対応する必要があることから、令和４年度創設の最長５年間元本返済不要の期日一括返済型の資金

の融資枠の拡充を行い、県内中小事業者等の経営安定化等に要する資金調達を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

・最長５年間元本返済不要の期日一括返済型資金（経営安定事業継続支援資金）の融資枠を、３０億円から

５０億円に拡充する。（信用保証料負担軽減補助 3,000千円） 

 【経営安定事業継続支援資金の概要】 

融資対象者 

 次の全てに該当する県内中小企業者等 

 ・コロナ前（令和２年１月以前）と比較し、最近３ヵ月間又は直近決算期の売上高

又は営業利益が減少しているもの。 

 ・同一事業の業歴が１年以上で、１期以上の決算を行っているもの。 

 ・経営改善計画を作成し、その現実が見込まれるもの。 

資 金 使 途  運転資金 

融資限度額  ３０，０００千円 

融 資 期 間  ５年以内 

融 資 利 率  １．８０％ 

保 証 料 率  ０．２３～０．６８％ 

償 還 方 法  期日一括返済 

発 動 時 期  令和４年４月１日から令和５年３月３１日保証申込受付分まで 

融 資 枠  ５０億円 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

  県内中小企業者等を取り巻く環境変化に応じ、資金需要に的確に対応した資金創設等により、円滑な資

金調達を支援する。 

＜取組状況・改善点＞ 

 ・新型コロナウイルス感染症に対する県内中小企業者等への影響の長期化を踏まえ、市町村と協調しなが

ら無利子無保証料融資（新型コロナウイルス感染症対応地域経済変動対策資金）の申込期間を令和３年

度末まで延長し支援を行ってきた。 

  ≪融資実績≫R1年度：  188億円（うちコロナ融資    41億円） 

 R2年度：1,900億円（うちコロナ融資 1,687億円） 

                R3年度：  316億円（うちコロナ融資   252億円） 

R4年度：  115億円（うちコロナ融資    41億円）（R4.10.31時点） 

・令和４年度９月補正では、３年間最大無利子の円安・燃油及び物価高騰対策向け地域経済変動対策資

金の申込期間を令和５年３月末まで延長し、融資枠を100億円に拡充したところである。 

本補正では期日一括返済型資金の融資枠を50億円に拡充し、様々な事業者の資金需要に対応していく。 

≪融資実績≫（R4.11.11時点）：円安・燃油及び物価高騰対策向け地域経済変動対策資金 170件 

               期日一括返済型資金 ４件 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             企業支援課（内線：７６５８） 
    ２目 商業振興費                                           （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとり企業支援ネ
ットワーク連携強化
事業 

21,996 3,000 24,996    3,000  

ト ー タ ル コ ス ト 38,104 3,789 41,893 （補正に係る主な業務内容） 
連携支援に係る各種調整・進捗管理、外部専門機関派
遣奨励金の支払 

従 事 す る 職 員 数  4.6人   0.1人  4.7人 

工程表の政策内容 県内企業の事業継続と競争力ある新事業展開 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  商工団体、金融機関、信用保証協会等の関係機関が連携して中小企業者等の経営支援等を行う本県独自

の体制「とっとり企業支援ネットワーク」を活用し、新型コロナウイルス感染症、円安、エネルギー・原

材料価格高騰等の影響を受けた中小企業者等に対する事業の継続・成長に向けた取組を支援する。 

 

２ 主な事業内容 

  コロナ融資等の借入企業の経営力強化を強力に推進するため、アフターフォローを強化することとし、経

営課題解決や販路開拓、営業力強化等の前向きな取組に対する専門家活用経費を拡充する。 

  ※従来の支援対象先に限らず、モニタリング中のコロナ融資の借入企業等にも拡充し、前向きな取組をプ

ッシュ型できめ細かに支援していく。 

  予算額 ３，０００千円 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

  県内の中小企業者等が抱える経営課題を効果的に解決していくため、「とっとり企業支援ネットワー

ク」により関係機関が連携を強化し、経営支援と金融支援の一体的な支援を通じ、中小企業者等の事業継

続・成長拡大に繋げていく。 

＜取組状況・改善点＞ 

・平成24年度に金融円滑化法終了の出口対策として、県、商工団体、金融機関、信用保証協会等20機関で

協定締結した本県独自の企業支援体制「とっとり企業支援ネットワーク」を構築し、これまで370社以

上の案件を受け付け、事業者への経営改善、金融調整を実施してきた。 

・令和４年度はコロナ禍による経営への影響が長期化する中、専門的な見地から経営改善、財務分析等を

行う中小企業診断士等の外部専門機関派遣経費を拡充するとともに、売上向上に向けた販路開拓等の取

組を重点的に支援するため、外部専門機関活用の支援制度を拡充した。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
7 款 商工費 
 2 項 工鉱業費                             立地戦略課（内線：７６６４） 
    1 目 工鉱業総務費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県産業成長応援補
助金 

2,539,398 500,000 3,039,398    500,000  

トータルコスト 2,567,788 500,789 3,068,577 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付手続 従事する職員数  3.6人   0.1人 3.7人 

工程表の政策内容 県内企業の新増設及び県外企業の誘致促進 

事業内容の説明                               
１ 事業の目的、概要 
  国際経済環境の変化を踏まえて、企業の設備投資を支援する鳥取県産業成長応援補助金の制度改正を行う
とともに、県内において新たな設備投資の動きが顕在化してきたことから補助金の予算額を増額し、県内産
業の付加価値の向上・高度化、生産性向上を図る。 

  なお、本事業は令和５年度に繰り越し、年度をまたいで切れ目なく執行する。 

 

２ 主な事業の内容 

（１）【制度改正】顧客サプライチェーン再構築対応型の国内回帰への支援 

円安等を受けて国内回帰を行う事業者から、新たな受注を獲得するために県内企業が行う設備投資の取組
を一般投資支援の加算対象に追加する。 

《国内回帰に係る県内企業への支援制度の拡充》 

〔現 行〕海外から県内へ生産機能移転等を行う国内回帰（自社型）：成長・規模拡大ステージ２０％ 

〔改正後〕上記（自社型）に加えて、一般投資支援の加算措置に新たに次の要件を追加する。 
取引先の国内回帰に伴い新規受注を獲得するための取組 ：一般投資支援(５％加算)１５％ 

 

（２）産業成長応援補助金（大型投資）の増額 
新たに顕在化した企業の設備投資の事業計画について、鳥取県産業成長応援補助金（大型投資:成長・規

模拡大ステージ、一般投資支援）により支援するため、補助金予算額を増額する。    （単位：千円） 

区分 補正前 補正 計 

産業成長応援
補助金 

A 小規模事業者挑戦ステージ 632,885 0 632,885 

B 生産性向上挑戦ステージ 

C 成長・挑戦ステージ 

D 成長・規模拡大ステージ 1,878,053 500,000 2,378,053 
 E 一般投資支援 

その他 28,460 0 28,460 

計 2,539,398 500,000 3,039,398 

 

＜主な補助金交付予定先＞                              （単位：千円） 

区分 企業名 
所在地 

(本社所在地) 
事業内容 総投資額 

交付予定額 
(交付予定総額) 

一般 (株)円山菓寮 鳥取市 
（鳥取市） 

洋菓子商品の生産体制強化に向けた、工
場新設及び既存工場への新設備導入 

639,665 95,422

一般 イナバゴム(株) 鳥取市 
（鳥取市） 

合成ゴム及びシリコンゴム製品の生産体
制を強化に向けた設備導入・工場増設 

464,672 69,701

一般 千代電子工業(株) 智頭町 
（智頭町） 

電子基板製造工程の生産性向上等を目的
に、智頭町内の２工場に最新設備を導入 

58,740 5,874

成長 (株)三朝製作所、
(株)浅野歯車工作所 

三朝町 
（大阪府） 

自動車電動化の進展に対応したギア（歯
車）製造工場新設 

1,213,524 200,000
(242,705）

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

  製造品出荷額９千億円を目標に、県経済の持続的発展を支える産業基盤を構築する。 

＜取組状況・改善点＞ 
新型コロナウイルス感染症の影響下でも投資意欲を喚起するため、令和３年度末まで事業認定の要件緩和を

行ってきた。県内経済の活性化を図るため、県内企業等がコロナ後を見据えた投資や、経済環境の変化を踏ま
えた投資を促すため、ＤＸ投資や低炭素化に向けた技術開発投資等に対しての支援、海外拠点や調達先を多元
化するための生産工程の国内回帰の取組等を重点的に支援していく必要がある。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
１項 商業費                            通商物流課（内線：７６５９） 

４目 貿易振興費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）円安を契機と
した海外展開強化促
進事業 

0 45,410 45,410    45,410  

トータルコスト 0 49,353 49,353 （補正に係る主な業務内容） 
講座開催業務、委託契約締結業務、補助金業務 等 従事する職員数  0.0人 0.5人 0.5人 

工程表の政策内容 海外需要の獲得 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

海外展開に挑戦する県内企業の取組を支援するとともに、企業が海外市場に着実に展開していく体制を

整え、円安・ドル高の為替環境を契機とした県内企業の外需獲得をすすめる。 

なお、本事業は令和５年度に繰り越し、年度をまたいで切れ目なく執行する。 

２ 主な事業内容                                 （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

世界どこでも
ビジネス特派
員配置事業 

国際経済変動に対応した海外販路の複線化や新たな国・地域の開拓等の外需
獲得の取組を促進するため、県内企業が円滑かつ安全に海外展開にチャレンジ
できる体制を新たに整える。 

［実施内容］ 
欧米等世界の主要な市場に「世界どこでもビジネス特派員」を配置し、 
海外市場の事前調査や現地企業とのネットワーク構築等、県内企業の 
ニーズに応じたビジネス支援を行う。 
（世界各国に拠点を持つ旅行会社等への委託） 

10,410

越境ＥＣ 
海外販路開拓
事業 

海外市場にダイレクトにアクセスすることができる越境ＥＣ(※1)の手法によ
り、オンラインによる消費者への直販売（ＢｔｏＣ）はもとより、より収益性
が高い海外バイヤー向けの海外販路（ＢｔｏＢ）も開拓する。 

［実施内容］ 
越境ＥＣサイトへ県内企業の商品を掲載することを通じて、海外消費者への
直販売やオンラインライブ商談会等を実施する。 

［実施エリア］ 
欧米等の国及び地域において、３か所程度 
※1 越境ＥＣ 国境を越えて通信販売を行うインターネット取引 

15,000

海外展開支援
補助金 

企業が海外見本市や商談会等への参加等、海外販路開拓に取り組む場合の経
費補助制度を拡充し、円安・水際対策の緩和も踏まえた県内企業の外需獲得の
取組を支援する。 

［補助対象者］ 
県内中小企業等 
［補助対象・補助率・補助上限額等］ 
〇補助対象事業 
海外展開に取り組む事業 

○要件 
新たな国・地域への展開、または県産食品の輸出促進（※2） 

〇補助率、補助上限額 
２／３、１，０００千円 

※2 県産食品の輸出促進のための取組みで、原油高騰・円安等、国際情勢の変化に
起因して、前年同時期と比べ10％以上の生産経費（資材費、原料費等）増加が生
じている事業者が行う場合、補助上限額2,500千円に拡充。 

20,000

合計 45,410

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

円安・ドル高の為替環境は外需獲得の好機である一方、海外展開に取組む企業には目下の国際経済変動へ
の対応も求められる。新たな海外市場・手法への挑戦を支援すると共に、企業が着実に海外に展開していく
支援体制を整え、県内企業の海外展開を支援していく。 

＜取組状況・改善点＞ 
コロナ禍による海外渡航制限がはじまった令和２年度当初から、オンラインでの海外展開支援に取り組んで

きた。(とっとり国際ビジネスセンターが実施したオンライン商談支援による成約金額：R2年度 約5千万円、
R3年度 約1.83億円、R4年度 約1億円(R4.9時点))。水際対策の緩和も踏まえた海外との往来も支援していくこ
とで、オンラインで紡いできた商談を具体的な成約につないでいく。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             企業支援課（内線：７６５８） 
    ２目 商業振興費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

県内事業者向け円安
・物価高騰対策緊急
支援事業 

103,000 100,000 203,000    100,000  

ト ー タ ル コ ス ト 104,577 101,577 206,154 （補正に係る主な業務内容） 
補助金申請受付・審査、補助金交付手続 従 事 す る 職 員 数  0.2人   0.2人  0.4人 

工程表の政策内容  － 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  新型コロナ、円安、エネルギー・原材料価格高騰のさらなる長期化を踏まえ、収益力強化やコスト削減

等に取り組む県内中小企業者等を支援する「円安・物価高騰対策グループ補助金」を増額する。 

  なお、本事業は令和５年度に繰り越し、年度をまたいで切れ目なく執行する。 

 

２ 主な事業内容 

 ○円安・物価高騰対策グループ補助金（100,000千円） 

  事業継続のための収益力強化やコスト削減の取組を支援する。（令和４年９月補正で１億円を計上） 

 【円安・物価高騰対策グループ補助金の概要】 

補助対象者 

円安・物価高騰の影響を強く受けている業界団体、組合、任意グループ（任意グル

ープの場合は、構成する事業者が３者以上かつ全ての構成事業者が次に掲げる要件を

満たすものであること。） 

・本年４月以降の連続する任意の３ヵ月分の売上又は売上総利益（粗利）が10％以上

減少していること 

〔比較基準〕 

   売上        過去３年（R1～3）のいずれかの年の同期間分の売上 

   売上総利益（粗利） 前年（R3）の同期間分の売上総利益（粗利） 

補助対象経費 

・専門家のコンサルティング経費（コスト削減、付加価値向上等） 

・調達先の新規開拓に係る調査費 

・高効率・高収益化のための仕組みづくりに要する経費 

・共同調達等に必要となるシステム導入費・実証経費 等 

補 助 率  ３／４ 

補助限度額  ５，０００千円 ※20団体・グループ程度を想定 

申 込 期 限  現在 令和４年11月11日 → 令和５年３月末に延長 

実 施 期 限  現在 令和５年２月末 → 令和５年９月末に延長 

そ の 他  審査会を開催して採択の可否を決定 

 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

  円安・物価高騰下でも、事業継続していける県内経済の基盤構築を図る。 

＜取組状況・改善点＞ 

 ・令和４年度５月補正予算で創設した業種別物価高騰対策推進補助金と令和４年度９月補正予算で創設し

た本補助金において、組合・団体・任意グループ等が行う物価高騰対策を支援している。 

  （支援実績：R4.11.9時点）：交付決定6,505千円（2件）※相談・問い合わせが数件あり。 

 ・本補助金は、実施期限を令和５年２月末までとしているが、今回の増額に併せて、実施期限を令和５年

９月末に延長する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             通商物流課（内線：７６５９） 
    ４目 貿易振興費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）物価高騰を乗
り越える物流効率化
対策事業 

0 45,000 45,000    45,000  

トータルコスト 0 48,943 48,943 （補正に係る主な業務内容） 
申請受付・審査、補助金交付手続、問合せ対応、制度
周知・広報 等 

従事する職員数  0.0人   0.5人  0.5人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明                               

１ 事業の目的、概要 
  運送業における基本的な経費（燃油、タイヤ及び車両本体等）の上昇や、他業種に比べて、物価上昇分を
運賃に価格転嫁しにくい物流業界の現況に鑑み、物流の効率化によるコスト低減及び荷主と運送事業者が協
同した物流改善の取組を支援することにより、物価高騰を克服し持続可能な物流構築を図っていく。 

  なお、本事業は令和５年度に繰り越し、年度をまたいで切れ目なく執行する。 

 

２ 主な事業内容 
荷主や運送事業者が「ホワイト物流宣言」（トラック輸送の生産性を向上や物流の効率化に向けた国土交

通省主体の運動）を行い、物流効率化や荷主と運送事業者との運送契約の見直し等に資する取組を行った場
合に支援する。 

補助対象者 
荷主：県内に本社、工場、店舗等の主要施設を有する者 
運送事業者：県内に本社を有する中小企業 

補助条件及び
対象経費 

国が定める「ホワイト物流宣言」推進運動への賛同表明を行った上で行う、「ホワイト
物流」推進運動推奨項目（以下、「推奨項目」）Aに掲げられた項目のうち物流効率化
に資する取組に係る経費 
（例） 

・パレット、フォークリフト、トラックのパワーゲート導入による荷役業務軽減 
・デジタルタコグラフ及び配車システムの導入等のデジタル化による低燃費化 
・荷役時間の短縮に向けた出荷レーンの複線化や倉庫の改修 
・運送ルートの変更による効率化 
・共同配送の実施 

補助率等 

○補助対象経費の1/2、上限5,000千円 
○運送事業者と荷主が共同して実施する場合は、補助対象経費の1/2、上限10,000千円
（併せて、運送事業者と荷主が推奨項目Bのうち、運賃と料金の別建て契約、燃油サ
ーチャージの導入のいずれかを行った場合は、補助率を2/3に引き上げ。） 

＜【参考】ホワイト物流推進運動の概要＞ 
トラック運転者不足が深刻になっていることに対応し、国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に

確保するとともに、経済の成長に役立つことを目的として、国土交通省・経済産業省・農林水産省が推進
している。 
必須項目３項目（取組方針、法令順守、契約内容の明確化）のほか、２９の推奨項目より企業自身が選定し、宣

言を行う。 

【主な推奨項目】 
分野 推奨項目 

Ａ 運送内容の見直し パレット等の活用、リードタイムの延長、高速道路の利用、 
納品日の集約  

Ｂ 運送契約の方法 運賃と料金の別建て契約、燃油サーチャージの導入 
 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

燃料高騰や、タイヤ及び車両本体等の経費の高騰により、運送業界を取り巻く環境は厳しいものの、荷
主企業も物価高騰により厳しい環境に置かれていることから、運賃の価格転嫁が進みにくい状況がある。
運送業への時間外労働上限規制の適用（物流の2024年問題）も控える中で、運べなくなるリスクが高まっ
ていることから、ホワイト物流の推進によって荷主と運送業が相互に向き合って取り組む環境を構築す
る。 

＜取組状況・改善点＞ 

令和４年９月末時点で、鳥取県内でホワイト物流宣言を行っている企業は４社。（全国では1,472社） 
ホワイト物流宣言の推進に向けては、経済団体等を通じて荷主と運輸事業者が向き合う意見交換会やセ

ミナー等を開催し、優良事例や取り組む際のポイント等を共有し、啓発を行っていく予定としている。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 

５款 労働費 

 １項 労政費                            雇用政策課（内線：７２２９） 

    １目 労政総務費                                          （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

賃金アップ環境整備
応援補助金 

100,000 100,000 200,000    100,000  

トータルコスト 102,366 102,366 204,732 （補正に係る主な業務内容） 
申請受付・審査、補助金交付手続、問合せ対応、制
度周知・広報 等 従事する職員数   0.3人   0.3人  0.6人 

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明           
１ 事業の目的、概要 

長期化する物価高騰等で労働者の生活不安が増す中、一定の賃金アップを目指すために中小事業者が
行う、生産性向上や業務改善等の前向きな取組を応援し、地域経済の底上げと労働者の生活の安定、事
業者にとっては雇用維持・定着や人手・人材不足解消にもつなげることを目指す。 
なお、本事業は令和５年度に繰り越し、年度をまたいで切れ目なく執行する。 

 
２ 主な事業内容 

 令和４年９月補正予算により実施している「賃金アップ環境整備応援補助金」について、増額すると
ともに、申込期限を令和５年３月末、実施期限を令和５年９月末まで延長する。 

補助対象者 
県内中小事業者（個人事業主を含む。）のうち、事業場内で最も低い賃金が885円以上
1,000円以下である事業者（規模100人以下の事業場に限る） 

補助対象事業 
事業場内で最も低い賃金を一定額以上引き上げるための計画を策定し、生産性向上、
労働能率の増進に資する設備投資等を行う事業 

補助対象経費 

計画を達成するために必要と認めた以下の経費 
・専門家謝金・旅費（従業員研修、機器操作研修） 
・機械装置等購入費、借損料（POSシステム、会計給与システム等） 
・人材育成・教育訓練費（外部セミナー等受講） 
・経営コンサルティング経費（国家資格を有する者に限る） 
・委託費（調査会社、システム開発会社、社会保険労務士（就業規則整備）） 
・その他 会議費、印刷製本費等 

補助率等 賃金引上げ額 補助率 引上げ労働者数 補助上限額 

50 円以上 ２／３ 

１人 650 千円 

２～９人 
800～1,850 千円 
※１人につき 150 千円加算 

10 人以上 2,000 千円 

100 円以上 ２／３ 

１人 1,200 千円 

２～９人 
1,400～2,800 千円 
※１人につき 200 千円加算 

10 人以上 3,000 千円 
 

※本事業は、国の「業務改善助成金」をモデルに、国事業の対象外の事業者を県独自で支援して、県全
体の賃上げにつながる事業者の生産性向上や業務改善等の前向きな取組を促進するもの。 

＜【参考】業務改善助成金（国制度・H23～）＞ 

補助対象者 
事業場内で最も低い賃金が854円（※R4.10.6以降の鳥取県の最低賃金）以上884円以
下である事業者（規模100人以下） 

補助率等 賃金引上げ額 補助率 引上げ労働者数 補助上限額 

30 円以上 

4/5～9/10 
１～10人以上 
人数によって上限額
が変動する。 

300～1,200 千円 
45 円以上 450～1,800 千円 
60 円以上 600～3,000 千円 
90 円以上 900～6,000 千円 

 

 
３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 事業利用数 80事業所 

 ＜取組状況、改善点＞ 
  ・交付決定件数：1件、申請に向けた相談：11件（R4.11.14時点） 

  ・実施期限を令和５年２月17日までとしているが、今回の増額に併せて、実施期限を令和５年９月末
に延長する。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  国際観光誘客課 （ 内線 ： ７２２１ ）
　　１目　観光費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

債務負担行為

9,000
債務負担行為

9,000
債務負担行為

9,000

 （新）インバ
ウンド誘客緊
急対策事業 0 20,000 20,000 20,000

 トータルコスト 0 20,789 20,789（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人関係機関との連絡調整、委託事務
 工程表の政策内容 外国人観光客の誘致及び受入環境の整備

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　水際対策の段階的緩和に伴う本県へのインバウンドの本格的な再開・誘客に向けて、必要な受入体制の整備や海
外向けプロモーションに取り組むとともに、２０２５年に開催される関西万博への本県ブース設置準備や機運醸成
を図るための情報発信等を行う。

 ２　主な事業内容

細事業名 内容 予算額（千円）
米子鬼太郎空港の国際線再開に向け、コロナ感染対策を図りなが
ら円滑な入国手続きが可能となるよう、ターミナルビル管理者
（米子空港ビル株式会社）が実施する施設整備等を支援する。
【補助率】１０／１０
【整備内容（想定）】検疫事務室へのアコーディオンカーテン
　の設置、機材使用のための電源工事等

米子鬼太郎空港における国際
線受入体制の整備

空港における多言語対応など円滑な外国人旅行者の受入体制を整
備する。

　１０，０００
　　　　　 
　　　　　 

海外向けプロモーションの
強化

国際定期便再開に向け、海外向けプロモーションを強化する。 　　５，０００

関西万博パビリオン出展に向
けた準備及び情報発信

関西万博パビリオンにおける本県展示に係る基本計画・設計の策
定（民間業者へ委託）や、イベント出展等による情報発信を行
う。
※基本計画・設計の策定が年度を跨ぐことから別途債務負担行為
を設定する。（限度額：9,000千円）

　　５，０００

 ３　参考

　　 （１）米子鬼太郎空港における国際線の再開に向けた準備状況
　　　・国土交通省大阪航空局美保空港事務所が中心となり、ＣＩＱ（税関、入管、検疫）・空港ビル・エア
　　　　ライン・県等で意見交換を行いながら、空港開港に向けたロードマップを策定中。
　　　・特に水際対策の中心を担う広島検疫所境出張所からは、入国手続きに関する体制・施設整備等について
　　　　協力依頼があり、関係者間で調整を行っている。
              ※鳥取砂丘コナン空港についても、米子鬼太郎空港やその他空港の体制整備を参考にしつつ、搭乗客の動線を
                 検討するなど運航できるよう準備を進めている。
　　　　　　※外国人観光客の安全対策としてビジネスや観光等で来県されたインバウンド客を含む外国人に対する新型コロナ
　　　　　　　 ウイルス等に関する相談窓口等を国内外向けに県のホームページや多言語SNSを通じて発信している。

（２）２０２５大阪・関西万博の概要
　　（ア）開催期間　令和７年４月１３日（日曜日）～ １０月１３日（月曜日）　１８４日間
　　（イ）開催場所　夢洲（大阪市臨海部）
　　（ウ）来場者数（想定）　約２，８２０万人(外国人３５０万人)
　　（エ）テーマ　いのち輝く未来社会のデザイン「Designing Future Society for Our Lives」
　　（オ）関西広域連合パビリオン出展府県
　　　　　滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県、福井県、三重県
令和4年12月～令和5年1月 鳥取県スペース出展基本計画・設計策定準備（業務委託プロポーザルなど）
令和5年1月～6月　 鳥取県スペース出展基本計画・設計策定
令和5年4月～令和6年6月 関西広域連合パビリオン建設工事→工事に係る負担金
令和5年夏頃 　 鳥取県スペースの展示物製作開始
令和6年7月～令和7年2月 鳥取県スペースの展示工事
令和7年4月 大阪・関西万博開催
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令和４年度一般会計補正予算説明資料 
８款 土木費 
２項 道路橋りょう費                           道路建設課（内線：７６２３） 

３目 道路橋りょう新設改良費                                （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補 正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 
（公共事業） 
（新）地域高規格
道路整備事業（国
補正） 

0 2,115,000 2,115,000 1,163,250 
<475,500>
951,000 

 750 
県費負担 
476,250 

トータルコスト 0 2,115,789 2,115,789 （補正に係る主な業務内容） 
設計積算、入札・契約の締結、現場監督 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策内容 地域高規格道路の整備促進（地域高規格道路の整備延長） 
事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

地域高規格道路は、中国縦貫自動車道、山陰道、鳥取自動車道、米子自動車道等の高規格幹線道路を補完し、
地域の自立的発展や地域間連携を支える規格の高い幹線道路であり、高規格幹線道路と一体となった広域的なネ
ットワークを形成するものである。 
地域高規格道路の整備により、交通が分散され、渋滞、交通安全等の現道の諸問題が解消されるとともに、近

隣の地方生活圏を相互に連絡することによる交流や連携の促進、災害に備えた交通ネットワークの多重化による
安心・安全な地域づくり等に寄与することが期待される。 
本事業では、国補正に伴う増額補正を行い、国道の道路改築事業として県が実施中の以下の５箇所の整備を促

進する。 
 
２ 主な事業内容 
 ○国道１７８号岩美道路（「鳥取豊岡宮津自動車道」（山陰近畿自動車道）の一部） 

箇   所 延長 幅員 事業年度 総事業費 令和4年度予算 補正予算 
岩美郡岩美町陸上～本庄 5,700m 7.0(13.5)m 平成20年度～ 388億円 1,800百万円 60百万円 

・事業効果：事故多発区間、冠水・線形不良箇所の解消、山陰海岸ジオパークの各観光地へのアクセス向上によ
る観光振興 

 
 ○国道３１３号倉吉道路・倉吉関金道路・北条倉吉道路（延伸）（「北条湯原道路」の一部） 

箇   所 延長 幅員 事業年度 総事業費 令和4年度予算 補正予算 
(倉吉道路)倉吉市小鴨～
和田 

4,050m 7.0(13.5)m 平成17年度～ 131億円 75百万円 110百万円 
 

(倉吉関金道路)倉吉市関
金町関金宿～小鴨 

7,010m 7.0(13.5)m 平成23年度～ 197億円 1,546百万円 1,370百万円 

(北条倉吉道路（延伸）)
北栄町弓原 

400m 6.5(11.0)m 平成29年度～ 75億円 1,048百万円 175百万円 

・事業効果：市街地の渋滞解消と安全性の向上、工業団地・農産物集出荷施設へのアクセス改善 
 
 ○国道１８１号江府道路（「江府三次道路」の一部） 

箇   所 延長 幅員 事業年度 総事業費 令和4年度予算 補正予算 
日野郡江府町武庫～佐川 4,065m 6.5(9.5)m  平成17年度～ 133億円 2,347百万円 400百万円 
・事業効果：踏切交差点や線形不良箇所での渋滞・事故の解消、事前通行規制区間の解消 
 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

① 事業目標 
高速道路ネットワークを形成する地域高規格道路の供用による地域間の交流促進や観光振興などの効果発現

を早期に図るため、道路整備を促進する。 
② 取組状況、改善点 
○国道３１３号犬挟峠道路（地域高規格道路「北条湯原道路」の一部） 

平成９年１０月供用 延長９ｋｍ（うち鳥取県６ｋｍ） 
○国道１８３号生山道路（地域高規格道路「江府三次道路」の一部） 

平成１７年７月供用 延長３ｋｍ 
○国道３１３号北条倉吉道路（地域高規格道路「北条湯原道路」の一部） 

平成１９年３月供用 延長６ｋｍ 
○国道１７８号東浜居組道路（地域高規格道路「鳥取豊岡宮津自動車道」（山陰近畿自動車道）の一部） 

平成２０年１１月供用 延長４ｋｍ（うち鳥取県２ｋｍ） 
○都市計画道路宮下十六本松線（地域高規格道路「鳥取環状道路」の一部） 

平成２１年３月供用 延長４ｋｍ 
○国道３１３号倉吉道路（地域高規格道路「北条湯原道路」の一部） 

平成２５年６月（倉吉ＩＣ～倉吉西ＩＣ間）部分供用 延長３ｋｍ 
○国道１７８号岩美道路（地域高規格道路「鳥取豊岡宮津自動車道」（山陰近畿自動車道）の一部） 

平成２８年３月（岩美ＩＣ～浦富ＩＣ間）部分供用 延長２ｋｍ 

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは、交付税措置額を除いた金額である。 
県費負担は、起債欄の＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。 
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令和４年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  財政課 （ 内線 ： ７０４６ ）
　　１目　一般管理費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 新型コロナ・
物価高騰及び
生活者支援等
緊急対応調整
費

1,500,000 1,000,000 2,500,000  500,000 500,000

 トータルコスト 1,500,789 1,000,789 2,501,578（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人
新型コロナ・物価高騰及び生活者支援等緊急対応調整費の執行に
係る事務処理

 工程表の政策内容

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症対策に加え、現下の厳しい経済社会の状況にある生活者・事業者に対し、緊急的に
対応が必要になった場合に備え、対策を早急に講じるための枠予算を増額する。

　増額する額：1,000,000千円

※現時点の調整費残額（11/17時点）114,200千円

 ２　事業目標・取組状況・改善点

　現状の使途にふさわしい事業名に改称し、年末から年度末に向けて支援の必要な方々に迅速に届くよう機動的
に対応する。（現行名称：新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費）

　（参考）今年度の調整費執行実績（11/17時点）

内　　　容 配当額
（千円）

燃油高騰対策（タクシー・トラックのエコタイヤ支援） 5,000
雇用維持教育訓練経費補助金の追加交付 1,500
オミクロン株影響対策緊急応援金の追加交付 300,000
保育施設等への消毒液配布（第７波感染拡大時の追加分） 2,800
生活困窮世帯へのエアコン等光熱費助成の追加支援 10,500
社会福祉施設・医療機関夏休み期間感染予防緊急対策
（県外帰省者等との接触等を避ける自主隔離に係る宿泊費支援等）

66,000

#WeLove山陰キャンペーン等に係る追加支援 500,000
ウェルカニとっとり得々割に係る追加支援 500,000

計 1,385,800

 （参考）過年度執行実績
 　令和２年度：2,436,198千円
 　令和３年度：3,995,343千円
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